
 

   技術開発等成果報告書

事業名
・住宅・建築物の設計業務に関する技術開発等

・住宅・建築物の施工業務に関する技術開発等

・住宅・建築物の維持管理業務に関する技術開発等

・その他の住宅・建築分野における生産性向上に資する技術開発

等

以上の中から選択してください。

課題名

既存戸建住宅の CO2 評価システム（改修版）の構

築

１．技術開発等のあらまし

（１）概要

近年、日本国内において既存建物が増加し建物ストックの活用が活発化している。建築

再生手法は、建物を適切に修繕・管理することで、建物の使用年限を延命することができ、

ストック資材を有効活用することで新規資源投入量の削減に貢献するばかりでなく脱炭

素にも貢献しうる手法である。その中で建物の改修手法は、近年さまざまな形で発展して

おり、そのタイプごとに CO2排出量・削減量が異なる。他方で、建物の CO2評価手法は

新築を旨とし評価が行われ、建物の改修手法に応じた CO2評価手法が確立されていない。 
本研究では、既存戸建住宅改修工事の積算システムにある各資材に関する CO2排出量・

削減量に係る情報の統合を図り、既存戸建住宅改修工事用の CO2評価システム を開発す

ることを目的としたものである。

また、得られた CO2排出量・削減量は自己宣言型の環境ラベル（タイプⅡ）として、既

存戸建住宅改修を行う顧客に対し環境負荷の開示等を行い、既存建物改修の新規顧客開拓

および改修市場拡大に伴う日本の脱炭素目標達成に貢献することを目指すものである。

（２）実施期間

令和４年度～令和５年度

（３）技術開発等に係った経費

技術開発等に係った経費（実施期間の合計額） ７２４千円  

補助金の額（実施期間の合計額） ３５９千円

（４）技術開発等の構成員

住友不動産株式会社

武蔵野大学

（５）取得した特許及び発表した論文等

＜発表した論文＞

１．令和 5 年９月 日本建築学会大会学術講演梗概集（武蔵野大学工学部環境システム

  学科 磯部孝行講師）

タイトル：既存建物の改修工事の資源フローに着目した LCA に関する研究 木造

戸建て住宅を事例として



２．評価結果の概要

（１） 本技術開発等のアウトプット、アウトカム

【アウトプット】

「既存戸建住宅の CO2評価システム（改修版）」の開発と評価の簡便化および顧客への開

示

【アウトカム】

・既存戸建住宅の改修工事に伴って生じる CO2 排出量等を新築同様に簡便的に算出可能

となり、評価のために必要な詳細調査を要する工数を大幅に削減することができる。

・環境寄与効果の開示により新規顧客開拓および、回収市場の拡大とそれに伴う既存戸

建住宅の環境性能向上の促進が想定される。

図 「既存戸建住宅の CO2 評価システム（改修版）」のアウトプット 

（２） 技術開発等の必要性

日本のカーボンニュートラル戦略推進にあたって、住宅ストックの約 9 割を占める既存

住宅の環境性能向上および施工に伴う CO2 排出量・削減量の効率的な算定は重要な要素

となる。既存戸建住宅の CO2 評価は、発注書の収集や現地の詳細調査などを実施する必

要があることから通常多くの時間を要するために控えられている。そこで、本研究では既

存戸建住宅改修の発注・工事情報等と CO2 排出量・削減効果を統合し CO2評価システム

の開発を図る。

（３） 技術開発等の効率性

武蔵野大学磯部講師は、日本建築学会地球環境委員会 LCA 小委員会の委員を長年務め

ており、建物の環境評価に関して十分な知見を有している。また、住友不動産株式会社は

大規模戸建改修における実施棟数業界 No1 であり、約 25 年前の事業開始から累計 16 万

棟超に至る豊富な改修実績を有している。調査対象の確保および調査対象の適切な評価の

観点から、本研究は十分に効率的に研究・評価システムの開発を行うことが可能である。 

既存比 7 ton-CO2削減 建替比 16 ton-CO2削減 20 GJ/年

建替せず 本 建替 64 本

38%

同規模建替 ton-CO2 改修工事 26.1 ton-CO2

既存戸建住宅のCO2評価システム（改修版）_環境貢献評価シート

ライフサイクルCO2の削減量（ton-CO2)

　ライフサイクルCO2削減量_木換算 (本)
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建築工事のCO2削減効果　 
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＜改修工事の内容＞

1) 当該工事の改修手法の内訳（延床面
積の比）

リフォーム改修 50% 全面改修 50%

既存 更新 既存 更新 既存 更新

仕様 外壁　ﾓﾙﾀﾙ+ﾀｲﾙ

既存 更新 既存 更新 既存 更新

仕様 屋根　瓦仕様 仕様 壁仕上　ﾋﾞﾆｰﾙｸﾛｽ

既存 更新 既存 更新

仕様 床仕上　ﾌﾛｰﾘﾝｸﾞ

既存 更新 既存 更新 既存 更新

3) 更新設備
入力条件：台数・個数を入力

キッチン 1 0 浴槽・ユニットバス 1 0 トイレ 2 0

既存 更新 既存 更新 既存 更新

洗面台 1 0 給湯器 1 0 照明 20 0

既存 更新

エアコン 4 0

 4）創エネ改修 太陽光発電パネル 0 kW

〇 -

〇 -

- 〇 断熱材

床

内壁

2) 改修・更新部位
入力条件
扉・窓：枚数・窓数を入力
その他：既存〇は部材再活用

　　更新〇は改修・更新 屋根

外壁
扉（枚数） 22

〇 〇 バルコニー

〇 -

〇 〇窓（窓数） 12 5

実地調査に基づく3Dモデリング（資材量の整理）

戸建住宅の改修工事内容の整理（入力項目の整理）※一部抜粋

CO2評価システムによる評価結果表示例

改修の実地調査データに基づく改修工事、部材データの整理
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（４） 技術開発等の完成度、目標達成度

・全体の完成度、目標達成度 応募時の目標に対して   達成度  95％ 
・技術開発項目毎の完成度、目標達成度

1）既存戸建住宅の改修による CO2排出量・削減効果の検証   達成度 100％ 
2）既存戸建住宅の改修による資材データと CO2排出量・削減効果の統合

 達成度 100％ 
3）既存戸建住宅の改修による CO2排出量・削減量のシステム化   達成度 100％ 
4）CO2評価システム（改修版）を用いた顧客への環境寄与効果の開示 達成度  80％

提案時の目標としていた技術開発項目は概ね達成できた。特に、「既存戸建住宅の CO2

システム（改修版）」の開発は完了しており、一定の精度で既存戸建住宅の改修による

CO2排出量・削減量を簡易に評価することが可能である。ただし、顧客への環境寄与効

果の開示においては、一定の客層で関心があることは把握できたが、インセンティブな

どが現行ないことから、インタビュー調査に留まり広く展開するには至らなかった。

（５） 市場化の状況

「既存戸建住宅の CO2評価システム（改修版）」を開発し、「既存戸建住宅の CO2評価

システム（改修版）」を用いた顧客に対する環境寄与効果の開示に対するインタビュー調

査を行い、関心のある顧客層がいることを把握した。

すでに「既存戸建住宅の CO2評価システム（改修版）」は実用化可能であり、今後、

顧客ニーズを把握しつつ、適宜、本システムを改善しつつ関心のある客層に関しては開

示を行っていく計画である。

（６）技術開発等に関する結果

・成功点

既存戸建住宅の改修に係る CO2評価を行う場合、資材の発注書、また、既存部分の実

地調査など詳細な調査が必要となる。今回開発した「既存戸建住宅の CO2 評価システ

ム（改修版）」は、改修工事の実事例の調査より得られた結果を用い開発され、効率的

に一定の精度で評価結果が得られる CO2評価システムを構築することができた。

・残された課題

「既存戸建住宅の CO2評価システム（改修版）」は実用化可能の段階であるが、更な

る精度向上のためには、多くの改修事例に基づくデータ拡充によるシステムの改善も必

要である。顧客への環境寄与効果の開示においては、一定の客層において環境貢献への

関心があることは把握できたが、インセンティブなどを示すことができていないことが

課題と考えている。

３．対応方針

（１）今後の見通し

すでに「既存戸建住宅の CO2評価システム（改修版）」は実用化可能であるが、LCA
のルールや CO2 原単位の更新があり、システムの陳腐化を防ぐため最新のデータ等に

更新する計画である。さらに、顧客へのインタビュー・アンケート調査により環境貢献

のみでは改修プランの変更は行わないとの回答が多かった。そのため、今後、顧客ニー

ズを把握しつつ、適宜、本システムを改善しつつ開示を行っていく計画である。
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